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国産飼料の広域流通を 

自民委で全中、全農 支援拡充訴え 

 

 ＪＡ全中とＪＡ全農は１６日、自民党畜産・酪農対策委員会（簗和生委員長）で、国産飼

料の生産・利用の拡大に向けた支援充実の必要性を訴えた。広域流通の推進や鳥獣

害対策の支援拡充、農機の導入支援などを重視。生産者が作付け計画を立てる時期が

迫っていることから、「政策の方向性を早急に出してほしい」とも強調した。 

 全中の樽井功副会長は、飼料の安定供給には「生産者と実需者の結び付きを強化す

ることが不可欠」と指摘。中山間地域も含め適地適作で飼料を生産し、広域流通を推進

する必要があるとした。 

 耕畜連携が途切れないよう、複数年契約の推進や、収穫作業の支援サービス体制の

強化なども求めた。 

 鳥獣被害対策の支援拡充も要請。「（国の支援が）都道府県の要望額を満たしていな

い状況」だと訴えた。出席議員からも、「鳥獣害対策を支援する予算が全く足りていない」

との指摘が上がった。 

 全農の由井琢也常務は、安定供給に必要な飼料用米が１２万トンであるのに対し、２０

２５年度は５万トンほどしか確保できない見通しだと説明。安定生産に向けた環境整備を

求めた。 

 同委員会は今後、関係者からの意見を取りまとめ、２７年度の水田政策の見直しや、農

業構造転換集中対策の議論に生かす。（森市優） 

◆■◆■◆◆■◆■◆◆■◆■◆◆■◆■◆◆■◆■◆◆■◆■◆ 
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水稲の高温耐性品種作付け１４％増 

２４年産「にじのきらめき」１・７倍に 

 

 農水省は２０２４年産で作付けされた水稲について、高温耐性品種の面積（確定値）を

まとめた。２０万６４５７ヘクタールで、主食用米全体の１６・４％を占めた。前年から約２万

５０００ヘクタール（１４％）増えた。高温耐性があり多収が見込める「にじのきらめき」は６０

４４ヘクタールとなり、前年の１・７倍、３年前の９倍と急速に伸びている。 

 温暖化に伴って、水稲の既存品種で白未熟粒などの高温障害が目立つようになる中、

産地では高温耐性品種への転換が着々と進んでいる。 

 

 今回まとまった２４年産の水稲の高温耐性品種面積（確定値）は、３月発表の速報値か

ら上積みがあった。 

 品種別で最も面積が多かったのは、主に近畿から中国地方で作られる「きぬむすめ」

で２万２９８０ヘクタールだった。前年産から面積が１割以上増えた品種は「にじのきらめ

き」の他に、「とちぎの星」（１万２０１７ヘクタール）、「あきさかり」（９１７０ヘクタール）、「は
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れわたり」（６２００ヘクタール）、「雪若丸」（５６０２ヘクタール）、「新之助」（５２００ヘクター

ル）など。各県が開発し独自にブランド化している高温耐性品種も増えている。 

 「にじのきらめき」は農研機構が１８年に発表した品種で、高温に強く、「コシヒカリ」より１

割以上多収が見込める。作付面積は、茨城県を中心に関東から近畿にかけて広く伸び

ている。 

 高温耐性品種は、もみが実る登熟期に高温に遭っても、高温障害が出にくい水稲品

種のこと。２４年産は４２府県で作付けの報告があった。この数も前年産から３県増えた。

（古田島知則） 

◆■◆■◆◆■◆■◆◆■◆■◆◆■◆■◆◆■◆■◆◆■◆■◆ 
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２５年産米でスポット続落 買い手様子見 

 

 スポットで米を手当てする業者間取引で、２０２５年産米の一部銘柄が下げている。米

穀データバンクによると、２週前と比べ新潟・一般「コシヒカリ」の取引相場は６０キロ当た

り１１００円、茨城「コシヒカリ」は１５００円下がった。主要銘柄のスタート価格が高く、値頃

感のある銘柄の引き合いが強まっているという。 

 スポットでの業者間取引は、買い手側と売り手側の双方が希望価格を提示する。２５年

産は序盤から売り手側による提示が旺盛な状況が続いている。前年同時期に比べて高

い水準のため、買い手は様子見ムードが広がる。取引の成約数量は前週よりもやや増

https://www.agrinews.co.jp/media/2025/10/08/20251008_zhzjxkpxvlukp6v4ljus.jpg


えたが、主要銘柄より割安な栃木「とちぎの星」、青森「まっしぐら」などで成約が目立っ

ている。 

 農水省が１０月中旬に公表する９月２５日現在の予想収穫量で、全国の作柄がある程

度見通せる。同社は「予想収穫量が一定の判断材料になり、今後スポット取引に動きが

出る可能性がある」と見通す。 

◆■◆■◆◆■◆■◆◆■◆■◆◆■◆■◆◆■◆■◆◆■◆■◆ 
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［ニッポンの米］ 

概算金３万～３万３０００円に 

商系に対抗、追加払い相次ぐ 

 

１０月以降は価格上昇に一服感も 

 ２０２５年産米の概算金を巡り、東北や北陸、関東のＪＡ全農県本部で９月以降、追加払

いを決める動きが相次いでいる。８月の提示直後に引き上げるのは異例。上げ幅は６０

キロ当たり３０００円ほどで、主力銘柄のＪＡ概算金は同３万～３万３０００円（税込み）にな

った。ただ、背景にある集荷競争は徐々に落ち着き始めており、１０月以降は集荷価格

の上昇に一服感が出てきている。 

 主産地では全農あきたが８月下旬、全国に先立って追加払いを決めた。改定後の金

額は、主力銘柄の秋田「あきたこまち」が当初比１７００円高の３万円。８月２０日にＪＡ概算
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金を決めてから、わずか１週間余りの引き上げで、商系業者との集荷競争に対抗する狙

いがあったとみられる。 

 東北や関東の主産県では９月以降、過去最高額だった２５年産米ＪＡ概算金にさらに

上積みする動きが相次いだ。全農みやぎは９月中旬、宮城「ひとめぼれ」を当初比３００

０円高の３万１０００円に改定。全農みやぎは、「（卸から）オファーのあった数量を確実に

集荷するため追加払いを決めた」と説明する。岩手や青森、新潟、茨城、栃木なども追

加払いを決めている。 

 ２５年産米の集荷は、国による向こう１年間の需給見通しの公表が見送られるなどして

不透明感が強い中で始まった。そのため、流通業者らは生産量が不足する可能性が拭

えず、競争激化につながった。しかし、１０月に入り今年産の作柄や供給量が徐々に見

通せるようになってきたことで、「集荷を急ぐ商系業者が減ってきた」（大手米卸）とする

声も出始めている。 

 これまで米をあまり扱ってこなかった業者が集荷に参入するなどして米流通は多様化

する。ただ、そうした中でも「年間を通じた米の安定供給を担うＪＡの役割は大きい」（大

手米卸）と、ＪＡグループの集荷量の確保を求める声がある。（鈴木雄太） 

 


